
経産省開示指針にもとづく

報告書の役害Jと活用

2004年 3月期の決算発表 と前後 して、寝甑の企業が研究開発や知的財産権について説明す

る 「知的財産報告言Jを 発行 している.知 的財産草R告書 を発行すべさか否か!発 行するとす

れば 有 価証券部告書や営業報告書等の開示資料 とどのように景なり、 ど のような位置付け

で取 り組むべきものなのか,特 に研究開発型企業の担当部門に新たな課題が投 1'かけられる

こととなっている。
一方で1知 登1財産:R告書に限 られることではないが  Rを 目的とする開示資料は発行それ

自体 を目的化するのではなく 投 資家に対 して有益な情報を提供するという本来の目的に対

して十分な効果を発揮することこそが重要である.本 稿では知的財産章R告言の位置付けにつ

いて確認するとともに、その効果的な活用法について考えてみることにしたい。

ながら こ ツとまでは1支術やデランドなどオア

' ラ`ンスの1日的朗とに的を在 ,た怯資家向け

の開示資‖がほとんど作成されてい十かった

ことす竹針をiけ てキ古言の公表力i相次いで

いることから,本 稿における加的朗F■:F■言

とは卜「知的財亡情討FTl示おすJに 則って作

成されたIR■書,ま たはこれに4gする内容で

本11以降に発行された力的性とに関するキ告

言と定表することに,た い.

1子市に半省がお1を 作成す=,こととなった

十■について ま、次のようにれ切ヨ 1ている.

【図1】は,企 業と市場における加的財亡に

関する1青|卜についての取11と1ltとを示1ャたも

のである.わ がにの多くのた単 よ)厳 ,さ を

増す自出批争 円 際病争下ではちにるため

に,コ千1r術や新十一ビスの湖7t,デ ランドカ

土生特許事務所

弁理士 t生 哲也

1「知的財産報告書」とは?

(1)矢R的財産報告書が登場した背景

は,め に,知 的劇=計 告どとは1い、 知的

オ亡」1■章が全場することとなった背景につ

いて確認しておこう。

昨今十日されるようになっている如白1貯=

|にiど とは、本年1月に柱苫と★そが公表し

た 「女日的Bl置|1手に関ホ指針JI以 下
‐
指針 |

とする)に 営1って作成された企★0知 的財亡

に関する1古計をlTH示する報■吉を指すことが
一世的である力i―指すは庁定の様_lにもとづ

くIRキ吉の作成を企業に義話イ」けるものでは

なく,か ならす
tと

も1的 け亡IRキ書は指剣に

,1,た もr)に限ら十じるわ|)●|よない。 しかし
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【図1】 企業 と市場の現状 と課題 (経済産業省公表 「知的財産情報開示指針協郵 より作成,

を推進

【現状】

知的財産の重要性を認識

【課題】
情報が殆 ど開示 されておらす 企 業

にとって開示可能な範囲が不明

情報や効果的な開示

「知的財産報告書 1は 企 業と市場の対話のための開示手段

「知的財産晴記開示指針 |で開示の目安を提示

の強化など知的けたの創出活動と,倉」出した

加的朗産を保護するための知的け庁I「の取行

をより主lFuする 「知的財F経 iJを 推進して

いる,一 方で,企 業への資金1(結lt能を〕1う

市場 (より具体的には投資家)に おいてもm

的,と の重要性が認識されるようになり,企

業が進める知的朗に作官の実態に関する情報

を術するようになっている。

しかしながら,企 業側にとつて,知 的財産

に関する情科は■秘性の高い情報として同示

されることが少なかったため,投 資家の求め

る情報の内容を十分に把折することができ

す, どのような閉示方法によればよいのか明

らかになっていない。投資家側にとっても,

前示情報が少ないえ態に加えて,企 業にとつ

て開示可能な情報がどのようなものか把とで

きず,企 業に対 してどのような情報開示を求

めていけばよいのかわからないのが現状と思

われる。

このように1育IRの井対ll(性が■じている状

況において,↑ ★と市場の対Hrrを犯TEするた

めには!校 資家が欲している清キR,企 業にと

つて開示可能な1吉採を示 した開示のための指

針を設けることが望ましい。力71もる趣旨で作

成されたものが,本 年1月に公表された 「知

的朗産情報開示指■llで ある。この指針に別

って,な 美と市場の対話のために作成される

mtt FH  Iが「知的財と辛「キ苦Jで ある.

(2)知的財産情報開示指針の要点

外的財と報キ書の性格と位置付けを明碓に

するために,指 剣においては,開 示の考え方

として以下のsttHIが示されている。

5原「けの中でも,1と 2のポイントは持に重

要と考えられるので,を 十説明を加えておき

たい。

ます1において 1任意のPiホJと 示さツ■て

いるようにす知的財と報■言の発行はあくま

で任意であつてす有価証券報告普のようにL

【開示の5原則】

1任 意の開示であること

2「知的経営Jを 表すものであること

3前 提条件となる事項や教昼的婁付けを伴うこと

4原 貝↓として道結ベースかつセグメント単位

S中 小 ベ ンチⅢ―企業にも有tllであること

場企業争に作成が最務付けられるものではな

い。 したがって,発 行の要否やFT5示内容につ

いては,市 場との対話の必要性と報告書作成

による効果を考慮 しながら,各 々の企業が半Ⅲ

断すればよい田連である。

次に2において 「角財経営を表すものJと

示されているように,指 針は ,々的Hぢ産権等の

細かな内容のFTl示を求めるものではなく)企
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茉l■宮の全体像の中での知的財とのあり方や

取れ方llについての理解を目指すものとされ

ている。このような考え方は,Tr清 産業省が

行つた投資家へのアンケー ト調査と企業側の

情報開示についての制約条件から阜かれたも

のであるが,開 示の中フじヽ的内容は知的財産関

逆業務のデイテールではなく,今 社的な粧官

戦略に判T4するレベルの1青」1であることを離

記しておきたいぃ

(3)知 的財産報告書の開示項目

指針においては,知 的gt産報告書における

関ホ内容についての日安となるように,以 下

I図2】のように10Jl日を開示項阿として列本

している。

それぞれの項日を記載する意義や効米につ

いては指■lに詳しく,本 稿での説明は省略す

るが,0ヽ 0に ついては多くのな業がlrらか

の方法で現Tも 岡示している情報であり,離

告書によつて抑予たに開示される情報は主とし

て0-0に なるものと考えられる()また,0

0ヽの 開示についても,1支術や知的財産を軸

としたりり で はなく,会 社帆要や事業内容

の一部として説明されることが多いと考えら

れるため,企 業の状況について知的財とを軸

とした切り で 茎叫する試みも, これまでに

はなかったものであると言えよう。

【□2】開示情報の内容
(経済産業省公表 「知的財た

指すでは開示の原】,として 十力朗荘宮を表

すものJで あることが誉↓デられているカモ,列

挙された開示項日からも,知 的町産IR告書は

個"Uのえ「的別産権に関するディテールを説明

するものではなく,事 業戦略と研究開発Hl峰

およびア田 戦略の関係,如 財戦略についての

基本方針など,戦 略レイヤーでの整合的なシ

ナリオの提示が本められていることを強調 し

ておきたいり

(4)知 的財産報告書発行の動き

指針の策定にあたっては大手メーカー131に

が研究会に参加,試 行企★として加向,財産報

告書の作成に取 り綿んでいる。試行企業の中

からは!オ リンバスを皮切りに,旭 化成,日

立化成,ブ ,デ ストンが報告どを発行 してい

る (7月20日現在)。発行されたIR告言は,い

ずれも指すに定められた項目にγ卜つたものと

なっているが,任 意の開示手段であるために

記載堂や記萩内容についてはかなりの違いが

生じている。

試行企業の他にも,「 立グループが 「コ1究

FTS埼えび知的財産IRキ書Jと して独自の項目

立てによる報告書を発行,コ ニカミノルタは

指fに おった内容の計告書を発行 した。末上

場企業の中からも,カ ブドットコ2、証券が指

すに沿つた内容の報キ書を発行 している (い

すれも7月20日までに発行)。

知的町l■報告書は,投 資家が企業の知的町

たについて印解することを二日的とするもの

であるため,原 HJn,には一校投資家の投資十J

象である 1場企業を想定したものであると考

えられる。しかしながら,米 上場企業につい

ても,ベ ンチ十一キヤピタルや銀イすからの資

金■lせ時の説明資|‖,上 場前に一技投資家か

らの記知を受けるための公表資ド|として市用

することが考えられ,今 後は各々のニーズに

合わせたさまさまな形むの報告書が全場する

ことになるのではないだろうか。

公 表 悧 的 財産 情 ■j 開 不 指 I t 蹴妻 よ 力「茂

中核技術 と事業モデル

研究開発セグメントと事業戦略の方向性

研究開発セグメン トと知的財産の概略

技術の市場性 市 場優位性の分析

研究開発 知 的財産組織図 研 究開発協力
提携

知的財産の取得 管理 営業秘密管理 技術
流出防止に関する方針 (指針の実施を含む)

ヤ

ライセシス関追活動の事業への貢献 十

特許群の事業への貢献 ☆

知的財産ポー トフォリオに対する方針 十

リスク対応情報 ☆
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【図3】上場企 業 に求め られる情報開示の分類 f旧 コ、二=■―,=,tF酷7=■ 7ル 1林|アメント拒 中央で済村TI=,携枠

| テ イスクロージヤー  |
発行会社が自主的に行う開示
(ホーム本一ジの Pサイ ト。そc)

舞

厘緊轟彗8用

|

キ1度的開示

2「知的財産報告書」の位置付け

い)上場企業の情報開示
上場企■に水う■れる1高IF阿示は,円 示義

'つ 有無とその候拠によつて3つのカテゴリ
ーに分Fgさノ■る. ここでは, にり企業の情|ト

開ホにおける知的M亡 十「告書の任直づけにつ

いて千討 しておこう,

ます―上場合十に上にはの元予としてよう

らイtる同示'i,証券子引■手によ‐てtめ ら

れた前庄lt聞示であるⅢ Ⅲl,盲1前示には、発

行開示として有価すに本市白書や日論tL言す11

抗両示として有価:Fネ|卜告書や半剖社皆言か

付まメ1‐問示される内容は町材許ムなどのハ
ート情手卜rJ主体と■,ている.

刊じく上場企業にとっては二所的な関示と

して,証 券取引"iiと の夕的によつてtわ ち

れる通●聞ホ |タイムリー デ ィスクローブ

ヤー1が あるⅢ通Ⅲ伊ヽボに よ,よ ■t信 や口

十期十R■など七町的に行われる岡示のイしに

増資‐大‖t上の変更,業 市予J卜 ★ jL模な設

備投古などィ(定川に発生する三要情十も含ま

れる。通‖i同ホもハー ド情キカⅢIフ亡ヽになるが,

求村予どなと上観的評備の1,わったツフト情

:F"i含まれる場令もある.

これらの革材的なlFD示にテiして,令 ★がiU

L“Ⅲ間示十迪時侍示のみで ま不十分な1古■を

自主的に開ホするの1+,にヽ開示 1下ランタ

リー デ |スクローブ十一十である。こと開

示 よ義話ではなくを業が自発11に行うもので

あり,投 資家にliしてせ切を↑半仙市の評術

■テけるために戦略的に行われるべき情報閉

示と付置づけら1■る。具ll的には,ホ ーど、ペ
ージのlRす1ト ア ニェァルレ1ミー ト寺かに

古問示の予段としてよく川いらオlている

(2)上場企業にとっての知的財産報告書

脩打防ホの3つのカテゴリーのうち,fu的

け亡IR告占は共有的でない■=脚 示に該」す

る。したが ,てすた■‖Jにとっては報■書の

お行自体を目的と捉えるのではなく、lRにつ

いての■本方すにHlって 哉 暗卜|に望ましい

と十,HiされるならばIRキ」を発行す′tばよい

と考えるべきである.キ i書 のお行を考える

にあたって|)は じめⅢち合行ありきではな

く 人 ち〔月1であるmホ の日Hj!つま,壮資家

が道t」に企業価値を汗仙するたわに劫果的な

il で々ある, 否ヽかと第一に技:」すべきである

ことをい調してiS宮たいⅢ
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開示の方法や閉示内容についても必ずしも

指すにこだわる必要はなく,同 示の目的!つ

まり投資家が迫切に↑茉価値を評価するため

に最も効米的な手段を選択すればよい。しか

しながら,知 的財とという切り口からの企業

情報の関示は投資家がこれまでほとんど目に

することのなかったものであり,投 資家の立

場からの比H~対照の可能性年を考えるとす少

なくとも当而は指・lを市用することが半まし

いのではないだろうかぃ

(3)未 上場企業の情報開示

岡示の5原Hけの1つとして,知 的Hl言計告

書は 小  ベ ンテキー企業の資金訓進年にも

活かされるべきであると定められている。べ

ンチャー企業にとって」支術やビジネスアイデ

アなどの知的財産は唯 か つ最大の資産であ

ることが多いため,資 金調達の際に知的財と

に関する情報lTH示が必要なのはイ然であろ

う。

来上場のベンチャー企業等がベンチャーキ

ヤビタルや銀行から資金調達を行う場合,迪

去の決算資料等と併せて,半 茉引いF」を提出

することが一投的である。ベンチャーキャビ

タル午が指定する車業言1可言の様式において

は,技 liや事業の優位性,売 合他社とのll追

点年についての記まが求めら,tることが通例

であり,1如 的HJ産Jと いうた妻がなされて

いなくても,知 的財産に関連する情報がFTH示

されることが近常である。また,特 訂=や商裸

の出四状況についても,記 載楠が設けられて

いることが少なくない。不特定多数の投資家

を対象にする上場企業と晏なり,木 上場合茉

の資金調達時の副進先は金融機関や車業会社

など特定の相千に限られ,情 報岡示にあたっ

ては守秘義務をrllすことが可能である。こう

した事情もあってⅢベンチャー企業等の資金

調達時においては,上 場企業以 にに知的町産

に関する情IRがFT5示されるケースカ`少なくな
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いといってよいだろう.

(4)未 上場企業にとつての知的財産報告書

上記の事情の一方でⅢ投融資時の著在の実

態を考えると,多 くの今融維ll lにおいて技術

や女『的Ul産権に関する審査体制が整つていな

い事情もあって!知 的朗産について岡示され

た情報が企業評価に 十分に活かしきれていな

いのが現状ではないかと思われる。かかるJ大

況において金融機関から道正な評価を受ける

ためには,企 業lHlが開示の方法に工夫を"Hえ

ることも必要である。指定された様式に目いっ

て知的財とに関する情報を断片的に記7rlする

だけでなく,作 宮戦略と個々の1刊質との茎合

性や収益に与え件る杉響など,ソ フト情報に

ついても枯llIR的に提示していくことが水めら

れるのではないだろうか。カウ るヽ目的で同示

を行う場合において,指 針に示された項Hが

大いに参考になるものと思われる。

また, L場 予定が具体化している企業にと

つては,一 般投資家に対する記知度を高める

ことが重要な経営課題となる。技術やノウハ

ウに特徴を有する企業にとつて!知 的朗言討

キ書は自社の特徴をわかりやすく説明する上

で,効 果的な千段になり得るものと考えられ

る。

還堅堅暫F斐弟
ll)閉示の目的,効 果とコストを考える

先に説明したように,知 的HJ産計告書はあ

くまで任意の両示手段であり,発 行が強llさ

れるものではない。したがって,報 告書発行

の要否については,投 資家が企業価ltを評価

する上で有用な資料となり得るものかどうか

が,重 要な判断基準となるであるう。

また,F‐l示にかかるコス トや開示によるリ

スクについても考慮が必要である。コスト面



醸
ひ 轟乙堅」の効果的活用法

については,特 計出順年の件数が多いにど情

報のそ理にかかる時間的 全 銭的コストは増

11するものと考えられる。リスク前について

は,営 業秘密キの記jZ IヽFの開示が求められ

るものではないが!例 えば毎年度の発行をル
ール十」けた場合には,重 要悟HTの期限切れや

拒絶本定など"i,じ た年にも情IR岡示を行わ

なければならない.も ちるた,判↓合のモい1青

手をは西々すべきでないのは当然であるが,ll

えば事業としては他の手段でリスタヘッジを

はかっていたとしても,特 許の央
‐
jのみが必

要以上にクローズアップされて評価に影翠を

与える可iしいも●定できないであろう。

知的劇た報告書発行の意義について,閉 示

の効共と同示のコスト リ スクとの関係から,

【図4】のように埜理してみた。抑米の点から

は,情 報阿示によ,投 資判‖fに与える影響が

大きいにどP■l示の吉義が大きくす コ ス ト リ

スクの点からは,コ ストが少なくかつリスク

が低いほど開示を行いやすいのは当然のこと

であろう。したがって,報 告書発行の意義が

治tも大きいのは!聞 示による投資判断に大き

な影科をケえることが期待され,か つコス ト

やリスタが小 さいケースであり, コストやリ

スクが大どい剖には投資ll断に与える影響が

小さい場合 よ,報 告ど発行の意装は乏しいも

のと考えられる。中間|しなケースにおいては,
コス トの人小よりも,lTR示の本来の日的であ

る効果而をi祝 すべきではないだろうか。

【図4】開示の効果と開示のコスト リスク

開示による効果
(投資判断への影響)

1大

手ギ貿千:曇挙∬
ヤイ`

国際法務部員募集
住友電機械は、赦品 |1導体製造奏置、レーザー加工機械、プラスチック機械、変減速機、

発電設備、水処理設備、大気汚染防止設備等をグローバルに事業展開している総合

機械メーカーです。

業務内容 ;海外戦略提携(技術提携、合奔、資本参加、買収等)やブラント糖戒輸出などに伴
う交渉、契約言作成、訴訟・仲裁対応.

応募資格 :メーカー法務、商社法務、銀行法務での実務経験のある方が望ましいが、実務経験
が短くても大学院等で国際取引法、国際私法等を尊P5に勉強をされた方なら歓迎。
40歳までの方で、海タト交渉に積極的に参加できる方を希望。

募  集 : 1 名

勤 務 地 :本社(東京)

待  遺 i経 験、能力などを考慮の上、決定致します。

応募書類 t写 真を添付した履歴書と形式自由の職務経歴書をご用意ください。

応募方法 :上 言3の応募書類を人事部(担当;様由)究てに郵送してくださし、

◆ 優獲 棚斑業株式会社 竪転樹品)昂甲留橋l埒挫毛溺詔温十ooぃ
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【国5〕ソフト情報とハード情報の関示の効果

1念香登絵あ著向性
経営戦略 知 的財店に関する定性情報 お吟

―

一 ― ― ― ― ―

2Hl果

る効果を■じさせることができるであろう。

したがって, ソフト情報の面からの効米は,

維営戦略全体の整合性,知 財部門の整合的な

取組みの有■に大きく'右 されるのではない

だろうか。

これに対してハード情報とは,よ り呉体的

な知的財産権等に関する定量的な情報であ

り,知 的財と報キ普においては,出 願分野や

出願動向の推移,特 Hrボートフォリオの状況

などの情報,【図2】に示した項自でいえば主

として0～ 10に記載される情報が該当する。

ここで,意 したいことは,効 果の有■の十J断

基準を,知 町実務の視点から優れた分析がな

されているかという視点ではなく,投 資家に

とって有益な情報であるかという視卓に邑(

べきであるということである。例えば,業 務

系ソフトベンダーの特許ポー トフォリオにお

いて 「業務系のビジネス関・4発 明が中″せヽとな

っているJの 1ま当たり市のll rでぁって,投 資

家にとって有用な情報を提仕するものではな

い。この点において,こ れまでに開示された

報告書は,i力 分野の特許出願が多いという

ある意味では当然に予想される範囲の情報が

■になっているが,開 示の効果を高めるため

には,投 資家の関心あるテーマにより絞り込

領醜―

t望をと1,テ_マの絞込み
(2)開示による効果を左右する要因

それでは,情 報関示による効果の大小につ

いて, どのような視点から考えることができ

るであろうか。

先に記明したように,企 業の開示情報には

ソフト情報とハード情報力S令まれる。各々の

情報で開示の効米を左右する要因について,

I図5】のように整理してみた。

ソフト情報とは,企 業の経常戦略等に関す

るをll的な情報であり,知 的財lF報告どにお

いては,企 業の強みである加的財産の内容や

維甘戦略と知財戦略の整合性などの情報,

I図2】に示した】i同でいえば主としてO-0

に記載される情報が該当する。ここにおいて

投資家の十,断を左右する要l■HはⅢ企業がどの

ような方向に向かおうとしているかを明碓に

lU握できるか否か,具 体的にはコアとなる知

的財産と事業内容,手 茉故lfと加朗戦略など

の整合的なシナリオの有無ということになる

であろう。

つまり, 日常的な企業活動において.lt計

山順等の知財業務を車業戦略と同一のシナリ

オの下に整合させながら取り“lんでいる企業

にとっては,そ のシナリオを明示することに

より,投 資家が企業イメージをTH確に子巴保す

具体的な婁付データ

知的財産権に関する定畳情報
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ヨ
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環
購

騒
醸
選
醸

の動案的溝婦法

んだ説明が望 まれるのではないだろうか。例

えば,投 資家のlI目する次期 トカ製市に絞Ⅲ

て 携 合の出ll動向とIHlJ的に対比 した村許

ポー トブ■リオの情楽イ★洸―基本午計のけ許

切れが迪ったiブJ製品について応用特話によ

り維持口「能と き れるマーケット状況の分析

などが加われば,よ り大きな如果が町作でき

るので よないかと思われる。

(3)大企業と中堅 ・中小企業の効果の違い

次に,同 示による
‐
h呆 |[ついて,企 業規模

の観点からもに詞してみよう,

定1生情報 (ツフト1古iに)に ついてそれると、

多れ的にヨ業を民lTHする人企業の場合, コア

コンビタンスを■体的かつrrn的によ現するこ

とが難 しいため! どうしてもt8象白J本記まに

なりがらである。一方,特 定の分野にイ十化 し

たベンテャーネのたキの場合は、
一忙にlt付

性についての具体的な証明が行いやすい。壮

資家にアビールし得るシす,」 をどのように

訂と町するか,け に多角的にに閉する大企業に

|【されるこメ垣になるものと忠われるc

を営1青訴 (ハード店キ)に ついては,1同々

の知的Hイ産にが合★予官に与えるウ響の大き

さが,間 示される情報のインパクトのよ定要

円に影Jを 与えるものと考えられる。そこで

1日的財亡 _Eが企業TI告に与'ろ 影智を合業規

慎との関係で考えるとす ilに 企業規模Ⅲjl_

大するはど影昔は限定さ″Lるものと考えられ

る.な せならば,↑ ☆規模がtlrたに十卜って、

■★ボー トフィリオが,ナ散す=,ことによって

1つの事業にJtじる,メ ーブヽ分紋さノ■る.

lR的財産権のストック,」官Ⅲ]することにより

クロスライセンス手でわ争を‖決できる可能

性お奇まる!十日的glた推|,Ⅲl部門の成共によ

りtrr切な十Jたが的化になる, といった効果が

則作できるからである (【図6】参PRI.つ まり,

企茉川性が大きくなるほとヽ 知的月イ亡にに同

する定片i情IRが企■ユ:価に与える影背はモ和

【図6】企業規模と聞示の効果

知的財産権に関する問題が
企業経営に影響を与えるリスク

隆:兼藁誕墨
L花

甲

業年 巾 司 ●分… 法 m儀 ゎ

きれると考えられるのではないだろうか.

このように考えるとす問ホによる
‐
j果のFt

点か|)は む しろ中小 ベ ンテ十 一↑★のほ

ぅが加nl用r」1告書を発行する意義があると

も考えられる。ただし,影 響が大きいという

ことは,マ イナス面においても作用すること

にも官吉が2夕 であろう.

(4)おわりに

以上、本柿においては,加 ll町に」R告書に

ついてよ肯コの内容からiil」の考え方まで机記

したが,た 段の市Hと においてはⅢ市がある

ことヽ■如しながら,争 者のi刊 的吉上も

¬̀ に持tり込んで併説 した。知的M亡 に同する

1青キH_l示は末た結に成いたばか りであ り

析々と議論や岡示の試ネきをてこそ,投 資家

にとって右Hな 陶示手よに■l走できるもので

あると考えられるた0,今 たも多くの企業に

よる平和ふと議論の市性化を即行したいぃ

事業ボー トフィリオによる分散
1 知 的財置権のス ト″クの指カロ

★『的朝置権担当言IP辱の成表
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